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は じ め に 

 

 

 

 早島町では、「第４次早島町総合計画」のもと、「地域福祉計画」や「障害者

保健福祉計画」にもとづき、障がいのある方々が地域や家庭で安心して自立し

た生活を送ることができるよう、様々な障害者福祉施策を進めてまいりました。 

 平成１８年度に障がいのある方々が一元的に利用できるサービス体制の再編、

地域における自立支援の拡充等、サービスの多様化を図るために、「障害者自立

支援法」が施行され、これにより、「障害福祉計画」の策定も自治体に義務づけ

られました。さらに、平成２４年度には、「障害者自立支援法」に代わり、「障

害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援

法）」が制定され、福祉サービスの対象に難病等が加わりました。 

このたび策定いたしました「早島町第４期障害福祉計画」は、平成２４年３

月に策定した「第３期障害福祉計画」の見直しにあたる計画で、障害者総合支

援法に基づき、『ともに生きともに助け合うノーマライゼーションのまちづく

り』を基本理念に、平成２７年度から３年間の障害福祉サービスの内容を定め

たものです。 

 この計画の実施・推進にあたっては、国や県及び関係各機関との連携はもと

より、町民の皆様と町がともに手を携え、一体となって取り組んでいくことが

必要と考えております。 

 なお、この計画策定にあたり、ご協力をいただきました策定委員会の委員の

方々をはじめ、貴重なご意見・ご提言をお寄せいただきました皆様に、心から

感謝を申し上げます。 

 

平成２７年３月  

早島町長 中 戸 哲 生 
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第１章 計画の概要 

 

１ 計画策定の趣旨 

 

障害者施策は、昭和 45 年の「心身障害者対策基本法」により基本的な法律が成立し、「障害者対策に

関する長期計画」とその後継計画である「障害者対策に関する新長期計画」が策定されるなど推進が図

られてきました。 

そうした中、「心身障害者対策基本法」は平成 5年に「障害者基本法」として、障がい者の自立と社会

参加の促進、精神障がい者を障がい者とするなど大きく改正され、平成 15 年度には「障害者基本法」に

基づき、平成 24 年度までの 10 年間を計画期間とした「障害者基本計画」が策定されました。   

平成 15 年からは、市町村がサービス内容を決定する従来の「措置制度」に代わり「支援費制度」が導

入され、利用者自らがサービスを選択できるようになりました。また、平成 17 年には、公平で利用者本

位に立った支援制度を確立し、障がい者の地域生活と就労を進め、自立を支援するための法律として「障

害者自立支援法」が成立しました。これにより、『障害福祉計画』の策定も各自治体に義務づけられまし

た。 

平成 23 年には、「障害者基本法」が一部改正され「障害者自立支援法」に代わり、「障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」が、平成 24 年に新たに制定されま

した。 

この間、「発達障害者支援法」、「バリアフリー法」、「障害者虐待防止法」、「障害者優先調達推進法」、

「障害者差別解消法」、「障害者雇用促進法」など、障害者施策の推進に向けて様々な法律が整備されて

います。 

本町においては、平成 24 年 3月に「早島町障害者保健福祉計画・第 3期障害福祉計画」を策定し、障

がいのある人々が地域や家庭で安心して自立した生活を送ることができるよう、様々な障害福祉施策を

進めてきました。 

本計画は、平成 24 年度から平成 29 年度を計画期間とする早島町障害者保健福祉計画の後半 3 か年に

おける数値目標を示した計画であり、本町における障害福祉サービス等各種サービスの現状を把握し、

より一層の障がい者福祉施策の充実と、障害者総合支援法の「全ての国民が、障がいの有無にかかわら

ず等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものである」との理念の実現を目

指し、策定するものです。 

 

２ 障害者施策をめぐる国の動き 

 

（１）障害者総合支援法 

平成 25 年 4 月より、「障害者自立支援法」が「障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律）」に改正され、身体障害者手帳などの有無に関わらず、難病の方も心身の

状況に応じて障害福祉サービス等を利用できるようになりました。 

同法のポイントは表 1のとおりです。 
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【表１ 障害者総合支援法のポイント】 
 

目的 

目的規定の文中において、「自立した日常生活又は社会生活を営むことが

できるよう」という表現に代わり、「基本的人権を享有する個人としての尊

厳にふさわしい日常生活又は社会生活を送ることができるよう」と明記され

ました。 

目的の実現のため、障害福祉サービスによる支援に加えて、地域生活支援

事業その他の必要な支援を総合的に行うことが位置づけられました。 

障がい者の範囲の見直し 障がい者の範囲に難病等が加えられました。 

障害支援区分への 

名称・定義の改正 

障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な

支援の度合いを総合的に示す「障害支援区分」に改められました。 

障がい者に対する支援

の見直し 

「共同生活介護（ケアホーム）」が「共同生活援助（グループホーム）」へ

一元化されました。 

「重度訪問介護」及び「地域移行支援」の利用対象が拡大しました。 

地域生活支援事業の 

見直し 

法律の目的に、地域生活支援事業による支援を行うことが明記されたこと

を受け、市区町村並びに都道府県が行う地域生活支援事業の必須事項に新た

な事業が追加されました。 

サービス基盤の計画的

整備 

ＰＤＣＡサイクルにそった障害福祉計画の見直しが求められました。 

自立支援協議会の地域の実情に応じた名称の変更、当事者や家族の参画が

求められます。 

 

（２）障害者基本計画 

第 3次障がい者基本計画は、平成 23年の障害者基本法改正を踏まえ施策の基本原則を見直すとともに、

施策の横断的視点として、障がい者の自己決定の尊重を明記されました。 

同計画のポイントは表 2のとおりです。 

 

【表 2 障害者基本計画のポイント】 
 

基本理念 
全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に人

格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現 

基本原則 

①地域社会における共生等 

②差別の禁止 

③国際的協調 

各分野に共通する横断

的視点 

①障がい者の自己決定の尊重及び意思決定の支援 

②当事者本位の総合的な支援 

③障がい特性等に配慮した支援 

④アクセシビリティの向上 

⑤総合的かつ計画的な取組の推進 

分野別施策の 

基本的方向 

①生活支援 

③教育、文化芸術活動・スポーツ等 

⑤生活環境 

⑦安全・安心 

⑨行政サービス等における配慮 

②保健・医療 

④雇用・就業、経済的自立の支援 

⑥情報アクセシビリティ 

⑧差別の解消及び権利擁護の推進 

⑩国際協力 
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（３）第 4 期障害福祉計画にかかる基本指針 

都道府県・市町村の障害福祉計画は、障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービス等の提供体制の

確保のために、国の定める基本指針に即して定めるものです。第 4 期障害福祉計画の策定に向けて、国

の基本指針を見直すため、社会保障審議会障害者部会において議論されてきました。 

同指針のポイントは表 3のとおりです。 

 

【表 3 第 4 期障害福祉計画にかかる基本指針のポイント】 
 

計画の作成プロセス等

に関する事項 

・ＰＤＣＡサイクルの導入 

 「障害者総合支援法」において、ＰＤＣＡサイクルにそって障害福祉計画

を見直すことが規定されたことを受け、第 4 期の市町村障害福祉計画におい

ても、計画の中でのＰＤＣＡサイクルの明示、指標の精査等を行うこととさ

れています。 

成果目標に関する事項 

福祉施設から地域生活への移行促進 

精神科病院から地域生活への移行促進 

地域生活支援拠点等の整備 

福祉施設から一般就労への移行促進 

その他事項 
障がい児支援体制の整備 

計画相談の連携強化、研修、虐待防止 
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３ 計画の性格と位置づけ 

 

（１）計画の位置づけ 

障害者総合支援法に基づき、障害福祉サービス等の提供体制の確保のために、国の定める基本指針に

即して生活支援にかかわる各種福祉サービスの障害種別共通の給付等の事項を規定したものです。 

 

（２）関連計画との整合性 

本計画は、国の「基本指針」及び「第 4期岡山県障害福祉計画」との整合を図ります。 

また、町の「地域福祉計画」をはじめ、「高齢者保健福祉計画・第 6期介護保険事業計画」、「すくすく

早島 子ども・子育て応援プラン（早島町子ども・子育て支援事業計画）」「健康はつらつ早島 21」の諸

施策との協調を図ります（図 1）。 

 

【図 1 関連計画との整合性】 
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４ 計画の期間 

 

早島町障害者保健福祉計画は、平成 24 年度を初年度とし、平成 29 年度を目標年度とした 6 か年計画

です。 

早島町障害福祉計画は、3 か年を 1 期とする計画であり、第 3期計画期間（平成 24～26 年度）の実績

を踏まえ、第 4期計画として、平成 27～29 年度までを計画期間とするものです（表 4）。 

 

【表 4 計画の期間】 

 

区分(年度) 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 

障害者保健
福祉計画 

前計画       

     見直し 現行計画 

障害福祉 
計画 

第 1 期計画          

  見直し 第 2 期計画       

     見直し 第 3 期計画    

        見直し 第 4 期計画（本計画） 

 

５ 計画の策定体制 

 

（１）早島町障害者保健福祉計画策定委員会 

本計画の策定にあたっては、学識経験者、保健・医療・教育・福祉関係者、行政関係者、障がい者団

体の代表等を委員とする「早島町障害者保健福祉計画策定委員会」により、計画策定のための検討を行

いました。 

また、庁内においても、関係各課と必要な連携を行い、計画策定を行いました。 

 

（２）アンケート調査の実施 

本計画の策定にあたり、障がい者（児）の生活状況や福祉サービスの利用状況、利用意向を把握し、

障がい者福祉の効果的な推進を図るための基礎資料とするために、アンケート調査を実施しました（表 5）。 

 

【表 5 アンケート調査の概要】 
 

調査対象者 
身体障害者手帳所持者、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サービス

受給者証、特定疾患医療受給者証、自立支援医療受給者証をお持ちの方 

調査方法 郵送配布、郵送・窓口回収 

調査時期 平成 26 年 8 月 4 日～8 月 25 日 

調査対象数 658 件 

回収数 360 件 

回収率 54.7％ 
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7 

 

2,208 1,795 1,733 1,760 1,983 

7,867 7,960 8,047 7,744 7,404 

1,559 1,806 2,135 2,417 2,803 

11,634 11,561 11,915 11,921 12,190 

0

5,000

10,000

15,000

₳ 2₴ ₳ 7₴ ₳ 12₴ ₳ 17₴ ₳ 22₴

0 14 15 64 65 ̊ʣ ˲֥

第２章 障がいのある人をとりまく状況 

 

１ 人口構造 

 

総人口は、平成 2年の 11,634 人から平成 7年の 11,561 人と若干減少していますが、それ以降は 12,000

人前後で推移しています。 

0～14 歳人口・15～64 歳人口は微減傾向となっているのに対し、65 歳以上人口は増加傾向を示してお

り、本町においても高齢化が進んでいることがわかります（図 2）。 

 

【図 2 年齢 3 区分別人口の推移】 
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２ 障がいのある人の状況 

 

（１）身体障がいのある人の状況 

 

①身体障害者手帳所持者数の推移 

身体障害者手帳所持者数の推移をみると、平成 21 年度の 393 人から平成 25 年度の 425 人へと増加傾

向です。所持者数が増加しているのに伴い、そのうち 65 歳以上の所持者数についても、平成 21 年度の

268 人から平成 25 年度の 305人へと増加傾向です。 

等級別では、1級と 2級の人をあわせると過半数を占めています（表 6）。 

 

【表 6 身体障害者手帳所持者数推移】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

１級 149(7) 136(8) 137(8) 140(8) 143(8) 146(10) 

２級 82(3) 77(3) 76(2) 73(2) 67(1) 68(1) 

３級 46 45 49 53 52(1) 53(2) 

４級 89 83 90 96 102 112 

５級 28 26 22 19 20 23 

６級 25 26 24 26(2) 25(1) 23(1) 

合計 419(10) 393(11) 398(10) 407(12) 409(11) 425(14) 

うち 65 歳以上 284 268 268 282 290 305 

※（）内はうち児童数 
※各年 3 月 31 日現在 

 

②身体障害者手帳交付者数の推移（障がい状況別） 

身体障害者手帳の交付者を障がい状況別にみると、肢体不自由が大半を占めるとともに、心臓・膀胱・

直腸については増加傾向となっています（表 7）。 

 

【表 7 身体障害者手帳交付者の推移（障がい状況別）】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

視覚 30 29 28 28 32 31 

聴覚 29 27 28 33 33 34 

平衡機能 0 0 0 0 0 0 

音声言語 5 5 4 4 5 4 

咀嚼 0 0 0 2 3 2 

肢体不自由 238 228 227 201 194 206 

小腸 0 0 0 0 0 0 

心臓 50 48 52 58 61 64 

腎臓 28 24 23 26 26 24 

呼吸器 15 14 17 20 18 19 

膀胱 4 4 3 20 21 23 

直腸 20 14 16 20 21 23 

※各年 3 月 31 日現在 
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（２）知的障がいのある人の状況 

 

①療育手帳所持者の推移 

療育手帳所持者数の推移をみると、平成 20 年度の 70 人から平成 25 年度の 86 人へと増加傾向となっ

ています。手帳種別では Bが増加傾向を示すとともに、児童数にも増加傾向を示しています（表 8）。 

 

【表 8 療育手帳所持者の推移】 
 

    平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

A 
最重度 13(4) 14(3) 16(5) 18(6) 18(6) 20(8) 

重度 22(8) 22(8) 23(9) 22(7) 21(6) 20(3) 

B 
中度 11(2) 14(2) 15(4) 14(4) 15(5) 16(6) 

軽度 24(6) 26(5) 28(8) 28(9) 29(10) 30(10) 

  合計 70(20) 76(18) 82(26) 82(26) 83(27) 86(27) 

うち 65 歳以上 2 2 2 3 3 3 

※（）内はうち児童数 
※各年 3 月 31 日現在 

 

（３）精神障がいのある人の状況 

 

①精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移 

精神障害者保健福祉手帳所持者の推移をみると、平成 21 年度の 20 人から平成 25 年度の 44 人へと増

加傾向となっています。等級別では、2級・3級が増加で推移しています（表 9）。 

 

【表 9 精神障害者保健福祉手帳所持者数の推移】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

１級 6 4 4 5 5 6 

２級 14 14 14 17 22 27 

３級 1 2 4 5 6 11 

合計 21 20 22 27 33 44 

うち 65 歳以上 4 4 3 3 4 4 

※各年 3 月 31 日現在 

 

②通院医療費公費負担制度の利用者の推移 

自立支援医療費受給者数は、平成 24 年度までは増加傾向を示していましたが、平成 25 年度では 115

人と微減となっています（表 10）。 

 

【表 10 通院医療費公費負担制度の利用者の推移】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

自立支援医療費 

支給者数 
88 91 106 106 121 115 

※各年 3 月 31 日現在 
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（４）難病患者の状況 

 

①難病患者の状況 

平成 20 年度から平成 25 年度にかけて、特定疾患の認定患者数は増加しています。また、小児慢性特

定疾患については横ばい傾向となっています（表 11・12）。 

 

【表 11 特定疾患治療研究事業患者数の推移】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

疾患数 27 28 30 33 35 40 

認定患者数 101 104 118 130 126 131 

※各年 3 月 31 日現在 

 

【表 12 小児慢性特定疾患治療研究事業受給者数の推移】 
 

  平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

疾患数 5 6 6 4 4 4 

認定患者数 13 13 14 12 14 12 

※各年 3 月 31 日現在 

 

（５）小学校・中学校等の状況 

 

①小学校・中学校等の状況 

平成 26 年度は早島小学校に特別支援学級が 5 クラス（知的 2 学級、自閉・情緒 3 学級）、早島中学校

には特別支援学級が 1クラス（知的 1クラス）あります（表 13・14）。 

 

【表 13 小学校・中学校等の状況】 
 

  種別 学級数 人数 

早島小学校 
知的 2 10 

自閉・情緒 3 19  

早島中学校 
知的 1 4  

自閉・情緒 0 0  

※平成 26 年 5 月 1 日現在 

 

【表 14 早島支援学校の状況】 
 

  小学部 中学部 高等部 合計 

病弱部 1 3 15 19 

派遣学級 5 3 9 17 

肢体不自由部 54 28 32 114 

訪問教育 8 5 3 16 

合計 68 39 59 166 

※平成 26 年 5 月 1 日現在 



 

11 

 

 

（６）障がい者関係団体 

町内では、さまざまな障がい者関係団体が活動しています。主な概要は表 15 のとおりです。 

 

【表 15 障がい者関係団体】 
 

団体名 活動概要 

身体障がい者福祉協会 
身体障がいのある方々一人ひとりの福祉向上を目的として活動していま

す。 

早島つばさの会 

知的障がいのある人の家族の自主的な会で、悩みや問題を解決するために、

地域の正しい理解と協力を得ることや、会員相互の親睦、知識、福祉向上を

図ることを目的に活動しています。 

ほのぼの会 
精神障がいのある方とその家族が集まり、病気に対する知識を深めたり、

相互の親睦を図るとともに、社会参加等を目的に活動しています。 

喜楽会 

難病がある方とその家族が集まり、療養上の悩みや体験談等の情報交換や

交流を深め、病気についての正しい知識を深め、より充実した生活を送るこ

とができることを目的に活動しています。 

NPO 法人 城山うさぎ 

平成 18 年 11 月法人認証され、平成 19 年 1 月より地域活動支援センターを

町から受託運営しています。 

障がい者が地域の中で、いきいきと安心して自立・共生していけることを

目指す事業を行い、地域における障害福祉サービス向上と支援活動の推進を

目的に活動しています。 

 

３ 障害福祉サービス等の実施状況 

 

（１）障害福祉サービス 

 

①訪問系サービス 

訪問系サービスは、居宅介護が平成 25年度で概ね 9割の達成率となっています（表 16）。 

 

【表 16 訪問系サービス】                 単位：上段 人／月 下段 時間／月 
 

  
平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 

居宅介護 
8 9 112.5% 10 8.83 88.3% 

160 145.89 91.2% 200 169.31 84.7% 

重度訪問介護 
1 0 0.0% 1 0 0.0% 

30 0 0.0% 30 0 0.0% 

行動援護 
2 0 0.0% 2 0 0.0% 

10 0 0.0% 20 0 0.0% 

重度障害者等包括支援 
- 0 - - 0 - 

- 0 - - 0 - 
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②日中活動系サービス 

日中活動系サービスは、平成 25 年度で、就労継続支援（A型）・短期入所（ショートステイ）の達成率

が高くなっています（表 17）。 

 

【表 17 日中活動系サービス】               単位：上段 人／月 下段 時間／月 
 

  
平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 

生活介護 
20 20 100.0% 21 24.58 117.0% 

440 322.91 73.4% 462 400.66 86.7% 

自立訓練（機能訓練） 
1 0 0.0% 1 0 0.0% 

22 0 0.0% 22 0 0.0% 

自立訓練（生活訓練） 
2 1.41 70.5% 2 0.58 29.0% 

44 15.5 35.2% 44 5.16 11.7% 

就労移行支援 
1 0.41 41.0% 1 0.58 58.0% 

22 7.41 33.7% 22 10.08 45.8% 

就労継続支援（A 型） 
2 4.41 220.5% 2 11.25 562.5% 

44 95.41 216.8% 44 226.33 514.4% 

就労継続支援（B 型） 
8 10.08 126.0% 9 10 111.1% 

176 162.75 92.5% 198 139 70.2% 

療養介護 - 3 - - 3 - 

短期入所 

（ショートステイ） 

2 1.58 79.0% 2 3.25 162.5% 

10 8.75 87.5% 1 19.16 1916.0% 

 

③居住系サービス 

居住系サービスは、平成 25 年度では、共同生活援助（グループホーム）・共同生活介護（ケアホーム）、

施設入所支援で概ね 8割程度の達成率となっています（表 18）。 

 

【表 18 居住系サービス】                            単位：人／月 
 

  
平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 

共同生活援助（グループホーム） 
10 

2.41 
94.1% 11 

2 
77.2% 

共同生活介護（ケアホーム） 7 6.5 

施設入所支援 10 8.66 86.6% 10 8 80.0% 

旧法施設入所 - 0 - - 0 - 
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④相談支援 

相談支援は、平成 24 年度は実績がありませんが、平成 25 年度では 158.6％と高い実績となっています

（表 19）。 

 

【表 19 相談支援】                               単位：人／月 
 

  
平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 

計画相談支援 13 0 0.0% 29 46 158.6% 

 

（２）地域生活支援事業 

 

①地域生活支援事業 

地域生活支援事業は、障害者相談支援事業、移動支援事業、地域活動支援センター、日中一時支援事

業は、おおむね計画通りの実績となっています。また、排泄管理支援用具を除いた日常生活用具給付等

事業は、計画値を大幅に下回っています（表 20）。 

 

【表 20 地域生活支援事業】 
 

  
平成 24 年度 平成 25 年度 

計画 実績 達成率 計画 実績 達成率 

障害者相談支援事業 1  1  100.0% 1  1  100.0% 

上段（箇所）下段（人/月） 3  
  

3  
  

コミュニケーション支援事業（人/月） 3 
  

3 
  

/
 

介護・訓練支援用具 

38 

0 

39.5% 40 

1 

20.0％ 

自立生活支援用具 3 2 

在宅療養等支援用具 4 4 

情報・意思疎通支援用具 6 0 

居宅生活動作補助用具 2 1 

排泄管理支援用具  272   276  

移動支援事業(人/月） 20  22 110.0% 22  30 136.0% 

地域活動支援センター 1 1 100.0% 1 1 100.0% 

上段（箇所）下段（人/月） 1.6  
  

2  
  

日中一時支援事業（人/月） 21 24 114.0% 24  27 112.0% 
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（３）その他事業 

 

①補装具費の支給 

身体障がいのある人の日常生活活動能力の向上を図るため、補装具の交付及び修理を行っています。

平成 23 年度以降、購入・修理とも 10件程度で推移しています（表 21）。 

 

【表 21  補装具費の支給】                              単位：件 
 

  
平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 

購入 修理 購入 修理 購入 修理 

義肢 0 0 0 1 0 0 

装具 2 0 1 0 2 1 

座位保持装置 4 4 2 3 1 3 

盲人安全つえ 1 0 1 0 0 1 

眼鏡 0 0 0 0 0 0 

補聴器 7 2 1 6 1 4 

車いす 1 6 2 5 2 4 

電動車いす 0 0 0 0 0 1 

合計 15 12 7 15 6 14 

  

②自立支援医療 

心身の障がいの状態の軽減を図り、自立した日常生活を営むために、医療費を支給しています（表 22）。 

 

【表 22  自立支援医療】                               単位：人 
 

 

  

平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

更正医療 34 32 34 29 28 31 32 31 

育成医療 2 4 2 1 1 2 1 1 

 

③重度心身障害者医療費給付事業 

重度の心身障がいのある人に対し、医療費を支給しています（表 23）。 

 

【表 23 重度心身障害者医療費給付事業】                       単位：人 
 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

重心医療実人数 184 185 186 187 188 187 171 170 
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④難病患者等に対する支援 

保健所等との連携を図り、日常生活用具給付事業をはじめ、他の障がい者サービス等との効果的な活

用を図っています（表 24）。 

 

【表 24 難病患者等に対する支援（在宅支援体制事業：日常生活用具給付（難病患者））】単位：人、件 
 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

実人数 0 0 0 0 1 0 0 0 

件数 0 0 0 0 1 0 0 0 

 

⑤特定疾患患者等療養通院費助成金支給事業 

特定疾患等の患者が医療を受けるために、医療機関に通院した際に、通院費の一部を助成しています

（表 25）。 

 

【表 25 特定疾患患者等療養通院費助成金支給事業】                  単位：人 
 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

実人数 12 11 13 10 17 17 16 16 

 

⑥特別障害者手当・障害児福祉手当 

障がいが重複する精神または身体に著しく重度の障がいのある在宅の人で、日常生活に特別の介護を

必要とする人に支給されます（表 26）。 

 

【表 26 特別障害者手当・障害児福祉手当】                      単位：人 
 

  
平成 

18 年度 

平成 

19 年度 

平成 

20 年度 

平成 

21 年度 

平成 

22 年度 

平成 

23 年度 

平成 

24 年度 

平成 

25 年度 

実人数 15 16 17 17 20 14 14 13 

 

４ 早島町障害者保健福祉計画における事業の実施状況 

 

平成 24・25年度の実績は、こころの健康相談は 10件程度で推移しています。 

また、保健師等の訪問指導は増加し、精神障害者患者・家族会参加者は横ばい傾向となっています（表

27～32）。 

 

【表 27 こころの健康相談】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

件数 9 7 
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【表 28 保健師等の訪問指導】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

訪問実人数 10 16 

延訪問件数 20 27 

 

【表 29 心の健康づくり講演会】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

開催回数 0  1 

 

【表 30 精神障害者患者・家族会】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

参加実人数 10 13 

延参加者数 104 92 

 

【表 31 文化・芸術、スポーツ・レクリエーション活動への支援（障がい者スポーツ大会）】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

参加者 10 0  

 

【表 32 移動への支援（タクシーチケット）】 
 

  平成 24 年度 平成 25 年度 

件数 35 38 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の基本理念 

 

２ 計画の基本目標 
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第３章 計画の基本的な考え方 

 

１ 計画の基本理念 

 

「早島町障害者保健福祉計画 第 3期障害福祉計画」では、「ともに生きともに助け合う ノーマライ

ゼーションのまちづくり」を基本理念に掲げ、単なる社会的弱者に対する保健・福祉サービスの充実で

はなく、地域に暮らす誰もが住み慣れた地域で、健康で安心して末永く生活できる社会を実現すること

を目指してきました。 

早島町障害者保健福祉計画の計画期間が平成 29 年度までであることを踏まえ、本計画についてもその

基本理念を踏襲し、障がいの有無にかかわらず、地域においてお互いを尊重し合い、ともに生活し活動

できる社会づくりの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

２ 計画の基本目標 

 

早島町障害者保健福祉計画や計画の基本的考え方を踏まえ、次の 2つを計画の基本目標とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ǯȉǲ ǔǯȉǲҞǘֻǍ ɌɶɜɧȢȺɶȵɥɱǵȅǨǬǖȑ 

 

＜基本目標２＞ 

  サービスの基盤的整備 
 

   地域生活支援拠点等の整備、障害福祉サービスの整備、地域
資源の活用など、サービス提供体制を整備し、地域全体で支え

る体制づくりを目指します。 
 

 

＜基本目標１＞ 

  障がい者の自立と社会参加の実現 
  

   福祉施設や医療機関から地域生活への移行支援、福祉から一
般就労への移行など、障がいのある人の自立と社会参加の実現

を図ります。 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 障害福祉サービス等の成果目標及び見込み量 

 

１ 成果目標及び見込み量の設定 

 

２ 障害福祉サービスに関する数値目標 

 

３ 障害福祉サービスの見込み量 

 

４ 地域生活支援事業に関する各事業見込み量  
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第４章 障害福祉サービス等の成果目標及び見込み量 

 

１ 成果目標及び見込み量の設定 

 

国が定める基本指針や、本町における障害福祉サービスの現状、今後の利用意向に基づき、平成 29 年

度を目標年度とする障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る「成果目標」を設定します。また、成

果目標を達成するための活動指標として、障害福祉サービス、地域生活支援事業の見込み量を、計画期

間である平成 27 年から平成 29 年の各年度で設定します。 

 

２ 障害福祉サービスに関する数値目標 

 

（１）福祉施設から地域生活への移行促進 

 

①平成 25 年度末時点の施設入所者のうち、地域生活に移行する者の数 

 

【表 33 平成 25 年度末時点の施設入所者のうち、地域生活に移行する者の数】 
 

国が定める基本指針 
平成25年度末時点の施設入所者数の 12％以上が平成29年度末までに地域

生活へ移行 

本町における目標設定 
平成25年度末時点の施設入所者数の 12.5％が平成29年度末までに地域生

活へ移行 

 

 平成 25 年度末実績値 平成 26 年度見込値 平成 29 年度末目標値 

地域移行者数 0  0  1  

 

②平成 25 年度末時点と比較した施設入所者の削減 

 

【表 34 平成 25 年度末時点と比較した施設入所者の削減】 
 

国が定める基本指針 施設入所者数を平成 25 年度末時点から 4％以上削減 

本町における目標設定 施設入所者数を平成 25 年度末時点から 12.5％削減 

 

 平成 25 年度末実績値 平成 26 年度見込値 平成 29 年度末目標値 

施設入所者数 8  8  7  
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（２）地域生活支援拠点等の整備 

 

【表 35 入地域生活支援拠点等の整備】 
 

国が定める基本指針 
障がい者の地域生活を支援する機能の集約を行う拠点等を、各市町村又は

各圏域に少なくとも 1 つを整備 

本町における目標設定 
平成 22 年度に新築整備した早島町地域活動支援センターの活用を図り、

利用促進に努める 

 

 平成 25 年度末実績値 平成 26 年度見込値 平成 29 年度末目標値 

地域生活支援拠点数 1 1 1 

 

（３）福祉から一般就労への移行促進 

 

①福祉施設から一般就労への移行者数 

 

【表 36 福祉施設から一般就労への移行者数】 
 

国が定める基本指針 福祉施設から一般就労への移行者数を平成 24 年度実績の 2 倍以上とする 

本町における目標設定 
福祉施設から一般就労への移行者数を、平成 29 年度末において 1 人とす

る 

 

 平成 24 年度末実績値 平成 26 年度見込値 平成 29 年度末目標値 

移行者数 0  0  1  

 

②就労移行支援事業の利用者数 

 

【表 37 就労移行支援事業の利用者数】 
 

国が定める基本指針 就労移行支援事業の利用者数を平成 25 年度末の利用者から 6 割以上増加 

本町における目標設定 就労移行支援事業の利用者数を平成 29 年度までにおいて 1 人とする 

 

 平成 25 年度末実績値 平成 26 年度見込値 平成 29 年度末目標値 

利用者数 1  0  1  
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３ 障害福祉サービスの見込み量 

 

（１）訪問系サービス 

訪問系サービスの概要と見込み量は表 38・39の通りです。 

 

【表 38 訪問系サービスの概要】 
 

居宅介護 

居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の

家事並びに生活等に関する相談及び助言、その他の生活全般にわたる援助を

行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由者で常に介護を必要とする方に、居宅において、入浴、

排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事並びに生活等に関す

る相談及び助言その他の生活全般にわたる援助並びに外出時における移動

中の介護を総合的に行います。 

同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等につき、外出時

において、当該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに、

移動の援護、排せつ及び食事等の介護その他の当該障がい者等が外出する際

に必要な援助を適切かつ効果的に行います。 

行動援護 

障がい者等が行動する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外

出時における移動中の介護、排せつ及び食事等の介護、その他行動する際に

必要な援助を行います。 

重度障害者等包括支援 

重度の障がい者等に対し、居宅介護、同行援護、重度訪問介護、行動援護、

生活介護、短期入所、共同生活介護、自立訓練、就労移行支援及び就労継続

支援を包括的に提供します。 

 

【表 39 訪問系サービスの見込み量】 
 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

居宅介護 
利用者数／月 15 16 17 

利用時間／月 234 257 282 

重度訪問介護 
利用者数／月 1 1 1 

利用時間／月 30 30 30 

同行援護 
利用者数／月 2 2 2 

利用時間／月 30 30 30 

行動援護 
利用者数／月 3 3 3 

利用時間／月 50 50 50 

重度障害者等包括支援 
利用者数／月 0 0 0 

利用時間／月 0 0 0 
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（２）日中活動系サービス 

日中活動系サービスの概要と見込み量は表 40・41の通りです。 

 

【表 40 日中活動系サービスの概要】 
 

生活介護 

障害者支援施設その他の便宜を適切に供与することができる施設におい

て、入浴、排せつ及び食事等の介護、創作的活動又は生産活動の機会の提供

その他必要な援助を要する障がい者であって、常時介護を要するものにつ

き、主として昼間において、入浴、排せつ及び食事等の介護、調理、洗濯及

び掃除等の家事並びに生活等に関する相談及び助言その他の必要な日常生

活上の支援、創作的活動又は生産活動の機会の提供その他の身体機能又は生

活能力の向上のために必要な援助を行います。 

自立訓練（機能訓練） 

身体障がいを有する障がい者につき、障害者支援施設若しくはサービス事

業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくはサービス事業所において、又は

当該障がい者の居宅を訪問することによって、理学療法、作業療法その他必

要なリハビリテーション、生活等に関する相談及び助言その他の必要な支援

を行います。 

自立訓練（生活訓練） 

知的障がい又は精神障がいを有する障がい者につき、障害者支援施設若し

くはサービス事業所に通わせ、当該障害者支援施設若しくはサービス事業所

において、又は当該障がい者の居宅を訪問することによって、入浴、排せつ

及び食事等に関する自立した日常生活を営むために必要な訓練、生活等に関

する相談及び助言、その他の必要な支援を行います。 

就労移行支援 

就労を希望する 65 歳未満の障がい者であって、通常の事業所に雇用され

ることが可能と見込まれる者につき、生産活動、職場体験その他の活動の機

会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、求

職活動に関する支援、その適性に応じた職場の開拓、就職後における職場へ

の定着のために必要な相談、その他の必要な支援を行います。 

就労継続支援（A 型） 

企業等に就労することが困難な者につき、雇用契約に基づき、継続的に就

労することが可能な 65 歳未満の者に対し、生産活動その他の活動の機会の

提供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その

他の必要な支援を行います。 

就労継続支援（B 型） 

通常の事業所に雇用されることが困難な障がい者のうち、通常の事業所に

雇用されていた障がい者であって、その年齢、心身の状態その他の事情によ

り、引き続き当該事業所に雇用されることが困難となった者、就労移行支援

によっても通常の事業所に雇用されるに至らなかった者、その他の通常の事

業所に雇用されることが困難な者につき、生産活動その他の活動の機会の提

供、その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、その他

の必要な支援を行います。 

療養介護 

病院において機能訓練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介

護、日常生活上の世話その他必要な医療を要する障がい者であって常時介護

を要するものにつき、主として昼間において、病院において行われる機能訓

練、療養上の管理、看護、医学的管理の下における介護及び日常生活上の世

話を行います。また、療養介護のうち医療に係るものを療養介護医療として

提供します。 

短期入所 

（ショートステイ） 

居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施

設、児童福祉施設その他の便宜を適切に行うことができる施設等への短期間

の入所を必要とする障がい者等につき、当該施設に短期間の入所をさせ、入

浴、排せつ及び食事その他の必要な保護を行います。 

 



 

23 

 

 

【表 41 日中活動系サービスの見込み量】 
 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

生活介護 
利用者数／月 30 33 36 

利用人日／月 596 655 720 

自立訓練（機能訓練） 
利用者数／月 1 1 1 

利用人日／月 22 22 22 

自立訓練（生活訓練） 
利用者数／月 2 2 2 

利用人日／月 44 44 44 

就労移行支援 
利用者数／月 1 1 1 

利用人日／月 22 22 22 

就労継続支援（A 型） 
利用者数／月 19 20 22 

利用人日／月 407 447 491 

就労継続支援（B 型） 
利用者数／月 10 12 14 

利用人日／月 170 190 210 

療養介護 利用者数／月 3 3 3 

短期入所 

（ショートステイ） 

利用者数／月 10 10 10 

利用人日／月 45 45 45 

 

（３）居住系サービス 

居住系サービスの概要と見込み量は表 42・43の通りです。 

 

【表 42 居住系サービスの概要】 
 

共同生活援助 

（グループホーム） 

障がいのある方に対して、主に夜間において、共同生活を営む住居で相談、

入浴、排せつまたは食事の介護、その他の日常生活上の援助を行います。 

施設入所支援 

施設に入所する障がいのある方に対して、主に夜間において、入浴、排せ

つ、食事等の介護、生活等に関する相談・助言のほか、必要な日常生活上の

支援を行います。生活介護などの日中活動とあわせて、こうした夜間等にお

けるサービスを提供することで、障がいのある方の日常生活を一体的に支援

します。 

 

【表 43 居住系サービスの見込み量】 
 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

共同生活援助 

（グループホーム） 
利用者数／月 8 8 8 

施設入所支援 利用者数／月 7 7 7 
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（４）相談支援 

相談支援の概要と見込み量は表 44・45の通りです。 

 

 

 

 

 

 

【表 44 相談支援の概要】 
 

計画相談支援 
障害者総合支援法において、サービス利用支援及び継続サービス利用支援

のことをいいます。 

地域移行支援 

障害者総合支援法において、障害者支援施設、のぞみの園等に入所してい

る障がい者または精神科病院に入院している精神障がい者に対する住居の

確保その他地域生活に移行するための相談等を供与することをいいます。 

地域定着支援 

障害者総合支援法において、居宅において単身生活をする障がい者に対す

る常時の連絡体制を確保し、緊急の事態等における相談等を供与することを

いいます。 

 

【表 45 相談支援の見込み量】 
 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画相談支援 利用者数／月 78 80 82 

地域移行支援 利用者数／月 1 1 1 

地域定着支援 利用者数／月 4 4 4 

 

（５）障がい児に関するサービス 

障がい児に関するサービスの概要と見込み量は表 46・47 の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【アンケート調査の自由意見】 

 

●子供が幼稚園に通っていますが、先生の数を増やして欲しいです。療育に通っている子ども

が多いのに、先生１人体制なのは大丈夫なのでしょうか。 

●町内に放課後等デイサービスの事業所もでき、少しずつ障がい児の福祉支援学校卒業後の就

労支援を充実させていただけると嬉しいです。障がいがあっても社会の一員として受け入れ

ていただける町に早島町がなっていくことを切に願います。 

【アンケート調査の自由意見】 

 

●窓口がいろいろあって、自分に適した所が、どこに行けば良いのか分からない。 

●もっと相談にのってほしい。 

●何を支援していただけるか、自分がそんな支援のサービスが受けられるのか不明である。 
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【表 46 障がい児に関するサービスの概要】 
 

児童発達支援 

障がい児を対象とする通所支援の一つ。障がい児を児童発達支援センター

などの施設に通わせ、日常生活における基本的動作の指導、知識や技能の習

得、集団生活への適応訓練を行います。 

放課後等デイサービス 

学校通学中の障がい児が、放課後や夏休み等の長期休暇中において、生活

能力向上のための訓練等を継続的に提供することにより、学校教育と相まっ

て障がい児の自立を促進するとともに、放課後等の居場所づくりを行いま

す。 

保育所等訪問支援 

障がい児施設で指導経験のある児童指導員や保育士が、保育所などを２週

間に１回程度訪問し、障がい児や保育所などのスタッフに対し、障がい児が

集団生活に適応するための専門的な支援を行います。利用を希望する保護者

が事業所に直接申し込むことも可能です。 

障害児相談支援 

障がい児が障害児通所支援（児童発達支援・放課後等デイサービスなど）

を利用する前に障害児支援利用計画を作成し（障害児支援利用援助）、通所

支援開始後、一定期間ごとにモニタリングを行う（継続障害児支援利用援助）

等の支援を行います。 

医療型児童発達支援 
児童発達支援のうち、上肢、下肢または体幹の機能の障がいのある児童に

対する児童発達支援及び治療を行います。 

 

【表 47 障がい児に関するサービスの見込み量】 
 

  平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

児童発達支援 
利用者数／月 35 38 41 

利用人日／月 195 214 235 

放課後等デイサービス 
利用者数／月 24 26 28 

利用人日／月 167 183 201 

保育所等訪問支援 
利用者数／月 0 0 0 

利用人日／月 0 0 0 

障害児相談支援 利用者数／月 70 80 85 

医療型児童発達支援 
利用者数／月 1 1 1 

利用人日／月 1 1 1 

 



 

26 

 

 

４ 地域生活支援事業に関する各事業見込み量 

 

（１）サービスの概要 

地域生活支援事業に関するサービスの概要は表 48の通りです。 

 

【表 48 地域生活支援事業に関するサービスの概要】 
 

【必須事業】 

相談支援事業 

障がい者等、障がい児の保護者又は障がい者等の介護を行う者などからの

相談に応じ、必要な情報の提供等の便宜を供与することや、権利擁護のため

に必要な援助を行うことにより、障がい者等が自立した日常生活又は社会生

活を営むことができるようにします。 

地域自立支援協議会 
倉敷地域自立支援協議会等を活用し、虐待防止ネットワークの構築を図る

など、障がいのある人に対する虐待防止に向けた取り組みを推進します。 

成年後見制度利用支援

事業 

障害福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用

であると認められる知的障がい者又は精神障がい者に対し、成年後見制度の

利用を支援することにより、これらの障がい者の権利擁護を図ります。 

コミュニケ―ション 

支援事業 

聴覚、言語障がい、音声機能、視覚その他の障がいのため、意思疎通を図

ることに支障がある障がい者等に、手話通訳、要約筆記等の方法により、障

がい者等とその他の者の意思疎通を支援する手話通訳者、要約筆記者等の派

遣等を行い、意思疎通の円滑化を図ります。 

日常生活用具給付等 

事業 

障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与す

ること等により、日常生活の便宜を図り、その福祉の増進を図ります。 

移動支援事業 
屋外での移動が困難な障がい者等について、外出のための支援を行うこと

により、地域における自立生活及び社会参加を促します。 

地域活動支援センター

機能強化事業 

障がい者等を通わせ、地域の実情に応じ、創作的又は生産活動の機会の提

供、社会との交流の促進等の便宜を供与する地域活動センターを周知すると

ともに機能を充実強化し、もって障がい者等の地域生活支援の促進を図りま

す。 

【その他事業】 

日中一時支援 

障がい者等の日中における活動の場を確保し、障がい者等の家族の就労支

援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息の機会とし

ます。 

奉仕員養成研修 

点訳又は朗読に必要な技術等を習得した点訳奉仕員、朗読奉仕員等を養成

研修します。なお、養成講習を終了した者（これと同等の能力を有する者を

含む。）について本人の承諾を得て奉仕員としての登録を行い、これを証明

する証票を交付するとともに、活動ができなくなった奉仕員については、証

票を返還させ登録を抹消することとします。 

成年後見制度普及啓発 
成年後見制度の利用を促進することにより、障がい者の権利擁護に取り組

みます。 

障害者虐待防止対策 

支援 

障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援の

ため、地域における関係行政機関、障がい者等の福祉、医療、司法に関連す

る職務に従事する者又は関係する団体、地域住民等の支援体制の強化や協力

体制の整備を図ります。 
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（２）サービスの見込み量 

地域生活支援事業に関するサービスの見込み量は表 49 の通りです。 

 

【表 49 地域生活支援事業に関するサービスの見込み量】 
 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

【必須事業】 

相談支援事業 

 
相談支援事業 件数／年 190 195 200 

自立支援協議会 箇所数 1 1 1 

成年後見制度利用支援事業 件数／年 1 1 1 

コミュニケーション支援事業 

 

手話通訳者派遣事業 
件数／年 2 2 3 

実依頼数／年 1 1 1 

要約筆記者派遣事業 
件数／年 1 1 1 

実依頼数／年 1 1 1 

日常生活用具給付等事業 件数／年 150 150 150 

移動支援事業 
利用者数／年 23 23 25 

利用時間／年 1,550 1,550 1,600 

地域活動支援センター

機能強化事業 

箇所数 1 1 1 

利用者数／年 20 24 26 

【その他事業】 

日中一時支援事業 利用者数／年 40 45 50 

奉仕員養成研修（要約筆記） 回／年 1 1 1 

成年後見制度普及啓発 回／年 1 1 1 

障害者虐待防止対策支援 回／年 1 1 1 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 計画の推進 

 

１ 障がいのある人の自立と連携 

２ 地域生活支援体制の整備 

３ 各種団体、住民との協力体制 

４ 関係各課の連携強化 

５ 国・県、関係機関との連携 

６ サービス提供事業者の確保 

７ 計画の周知 

８ 計画の進行管理 
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第５章 計画の推進 

 

１ 障がいのある人の自立と連携 

 

障がいのある人が自らの選択と決定により、主体的に行動し、その行動に責任を負い、社会を構成す

る一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加し、生きがいをもって生活できるよう

に、障がいのある人同士、障がい者団体との交流及び連携を促進します。 

 

２ 地域生活支援体制の整備 

 

障がいのある人が安心して地域で暮らせる社会を実現するため、相談支援を中心とする地域の実情に

応じた地域生活支援の体制整備を進めます。 

また、障がいのある方がいきいきと活動し、地域の人々との交流の輪を広げることのできる場所であ

り、障がいのある方々が地域の中で自立し、共生していく力を支援する活動の拠点である地域活動支援

センター「栴檀の家」の周知に努めます。 

 

３ 各種団体、住民との協力体制 

 

社会福祉協議会をはじめ、民生委員・児童委員、愛育委員、ボランティア団体、NPO 法人、自治会、自

治住区、障がい者団体等各種団体や住民との協働を進め、各種事業の推進に努めます。 

 

４ 関係各課の連携強化 

 

庁内各課において本計画の理念の共有化を図り、主管課である福祉課を中心として、関係各課との連

携を密にし、施策の推進を図ります。 

また、福祉課窓口における一次的な相談から相談支援事業者を活用した専門的な相談までの流れを一

元化し、障がい者の状態像に応じて、支援が途切れることがないような仕組みづくりを構築します。 

 

５ 国・県、関係機関との連携 

 

障害者施策は、国や県の施策や制度に係わる分野も多いことから、国や県の関連機関との連携を図り

ます。 
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６ サービス提供事業者の確保 

 

障害福祉サービスの充実のため、夜間対応型も含めた必要な障害福祉サービスが確保されるよう、既

存事業者間の調整・連携および新規事業者の誘致などにより、サービス提供事業者の安定確保に努めま

す。また、サービス提供事業者等と連携して、人材の確保・育成に努めます。 

 

７ 計画の周知 

 

本計画の推進にあたっては、障がいのある人や障がいのある子どもが必要なサービスを受けることが

できるよう、広報はやしまや町ホームページ、自治会等地域の会合などの機会を用いて計画の周知を行

い、円滑な事業の実施や適切なサービス利用につなげます。 

 

８ 計画の進行管理 

 

計画の各年度における計画の達成状況を踏まえながら、目標を達成できるように、関係各機関と連携

を図り、その進行管理に努めます。計画の見直しの機会を捉えて、それまでの取組を評価するとともに、

他市町村や県での進捗状況なども勘案して、関係機関などに対し、必要な指導や助言などを行います。 

 

ＰＬＡＮ 

（計画） 
 

ＤＯ 

（実行） 
 

ＣＨＥＣＫ 

（評価） 
 

ＡＣＴＩＯＮ 

（改善） 

       

数値目標を設

定するととも

に、障害福祉

サービスの見

込み量を定め

る。 

 

計画内容を踏

まえて、事業

を実施する。 

 

数値目標や活

動実態につい

て、定期的に

把握・評価を

行う。 

 

評価の結果を

踏まえ、必要

があると認め

られるとき

は、計画の見

直し等を行

う。 
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資料編 

 

資料１ 早島町障害者保健福祉計画策定委員会委員名簿 

 

 氏   名 所    属 備    考 

会 長 新井 宏 元川崎医療福祉大学特任教授 学識経験者 

 佐藤 寛子 早島つばさの会会長 障がい者団体代表 

 松岡 正弘 早島町身体障がい者福祉協会会長    〃 

 佐々木 正俊 ほのぼの会会長    〃 

副会長 則武 利明 ＮＰＯ法人 城山うさぎ理事長    〃 

 武政 明 喜楽会会長    〃 

 平垣 良志久 岡山県立早島支援学校教頭 教育関係者 

 渡辺 旭 早島町民生委員児童委員協議会会長 福祉関係者 

 松田 茂夫 
岡山県倉敷児童相談所 

子ども発達支援課長 
行政関係者 

 

 



 

32 

 

 

資料２ 早島町障害者保健福祉計画策定委員会設置要綱 

 

○早島町障害者保健福祉計画策定委員会設置要綱 

(平成 14 年 6 月 1 日要綱第 27号)  

改正 平成 18 年 6 月 14 日要綱第 11 号 平成 20年 7月 1 日要綱第 5号  

平成 22 年 10 月 1 日要綱第 14号  

 

(目的及び設置) 

第 1 条 早島町におけるこれからの障害者施策を総合的かつ計画的に推進していくための基本的な指針

となる障害者保健福祉計画を策定することを目的として、早島町障害者保健福祉計画策定委員会(以下

「委員会」という。)を設置する。 

(任務) 

第 2 条 委員会は、障害者保健福祉計画の策定について審議するものとする。 

(組織) 

第 3 条 委員会は、15 名以内で組織する。 

2 委員は、学識経験者、障害者団体代表者及び保健・医療・福祉・教育関係者等の内から町長が委嘱す

る。 

(任期) 

第 4 条 委員は、その任務が終了したときは、退任するものとする。 

(会長及び副会長) 

第 5 条 委員会に会長 1名、副会長 1名を置く。 

2 会長及び副会長は、委員の互選によって選出する。 

3 会長は、委員会を代表し、会務を統括する。 

4 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

(会議) 

第 6 条 委員会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

2 会長は、必要があると認めたときは、関係者の出席を求めて意見を聞くことができる。 

(庶務) 

第 7 条 委員会の庶務は、福祉課において行う。 

(その他) 

第 8 条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会長が委員会に諮って定め

る。 

 

附 則 

1 この要綱は、公布の日から施行する。 

2 第 6 条第 1項の規定にかかわらず、最初に開かれる委員会は、町長が招集する。 
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資料３ 早島町障害福祉計画策定経過 

 

実施年月日 策定経過の内容 

平成 26 年 5 月 28 日 第１回 早島町障害者保健福祉計画策定委員会 

平成 26 年 8 月 4 日～ 

平成 26 年 8 月 25 日 
福祉に関するアンケート調査実施 

平成 26 年 10 月 15 日 第２回 早島町障害者保健福祉計画策定委員会 

平成 26 年 12 月 9 日 第３回 早島町障害者保健福祉計画策定委員会 

平成 26 年 12 月 25 日～ 

平成 27 年 1 月 23 日 
パブリックコメント実施 

平成 27 年 2 月 26 日 第４回 早島町障害者保健福祉計画策定委員会 
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資料４ アンケート調査結果 

 

●調査概要 

 

調査対象者 
身体障害者手帳所持者、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳、障害福祉サービス

受給者証、特定疾患医療受給者証、自立支援医療受給者証をお持ちの方 

調査方法 郵送配布、郵送・窓口回収 

調査時期 平成 26 年 8 月 4 日～8 月 25 日 

調査対象数 658 件 

回収数 360 件 

回収率 54.7％ 

 

（１）性別・年齢・同居者 

 

●性別 

「男性」が 50.6％、「女性」が 48.1％となっている。 

 

 

 

 

 

 

●年齢 

年齢別では、70 歳代が 25.3％と最も高く、次いで 60 歳代（18.9％）、80 歳代（15.6％）となっている。 
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●同居人 

同居人は、「配偶者（夫または妻）」の割合が 50.6％と最も高く、そのほか「父母・祖父母・兄弟」（26.9％）、

「子ども」（26.4％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）日常生活でできること 

 

●日常生活でできること 

「ひとりでできる」と回答した割合は、「食事」「トイレ」「家の中の移動」で 8割を超えているのに対

し、その割合は「外出」では 6割未満となっている。 
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●介助してくれる人（前問で 1 つでも「一部介助が必要」または「全部介助が必要」と回答した方が対象）  

「配偶者（夫または妻）」と回答した割合が 36.1％と最も高く、次いで「父母・祖父母・兄弟」（30.8％）、

「ホームヘルパーや施設の職員」（26.6％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な介助者の年齢（前問で「父母・祖父母・兄弟」「配偶者（夫または妻）」「子ども」と回答した方が対象） 

「60 歳代」と回答した割合が 27.0％と最も高く、次いで「70 歳代」（21.2％）、「50 歳代」（13.9％）

となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●主な介助者の性別 

「男性」が 26.3％、「女性」が 71.5％となっている。 
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●主な介助者の健康状態 

「ふつう」と回答した割合が 53.3％と最も高く、次いで「よい」（23.4％）、「よくない」（21.9％）と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

（３）障害の状況 

 

●身体障害者手帳の所持 

「1 級」が 75 人、「2 級」が 35 人、「3 級」が 22 人、「4 級」が 52 人、「5 級」が 11 人、「6 級」が 12

人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

１級 75 人 

２級 35 人 

３級 22 人 

４級 52 人 

５級 11 人 

６級 12 人 

持っていない 125 人 

無回答 28 人 

 

●主たる障害（身体障害者手帳を所持している方が対象） 

「肢体不自由（下肢）」と回答した割合が 39.1％と最も高く、次いで「内部障害（１～６の項目以外）」

（33.3％）、「肢体不自由（上肢）」（25.1％）となっている。 
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●療育手帳の所持 

「A（最重度・重度）」が 17 人、「B（中度・軽度）」が 36 人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

A（最重度・重度） 17 人 

B（中度・軽度） 36 人 

持っていない 251 人 

無回答 56 人 

 

●精神障害者保健福祉手帳の所持 

「1級」が 4人、「2級」が 14人、「3級」が 4人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

１級 4 人 

２級 14 人 

３級 4 人 

持っていない 282 人 

無回答 56 人 

 

●難病認定 

「受けている」が 82人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

受けている 82 人 

受けていない 236 人 

無回答 42 人 

 

●発達障害 

「ある」が 41 人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

ある 41 人 

ない 274 人 

無回答 45 人 

 

●高次機能障害 

「ある」が 23 人となっている。 

                                 （n＝360） 

項目 人数 

ある 23 人 

ない 294 人 

無回答 43 人 
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●高次機能障害の関連障害（前問で「ある」と回答した方が対象） 

「肢体不自由（下肢）」が 13 人、次いで「肢体不自由（上肢）」（11 人）、「内部障害（１～６の項目以

外）」（8人）となっている。 

 

                                 （n＝23） 

項目 人数 

視覚障害 4 人 

聴覚障害 5 人 

音声・言語・そしゃく機能障害 6 人 

肢体不自由（上肢） 11 人 

肢体不自由（下肢） 13 人 

肢体不自由（体幹） 6 人 

内部障害（1～6 以外） 8 人 

 

●現在受けている医療ケア 

「服薬管理」と回答した割合が 25.0％と最も高く、次いで「透析」「ストマ（人工肛門・人工膀胱）」

（ともに 3.9％）、「吸入」（3.6％）となっている。 
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（４）住まいや暮らし 

 

●現在の暮らし方 

「家族で暮らしている」の割合が 80.6％と全体の８割以上を占め、そのほか「一人で暮らしている」

（10.0％）、「福祉施設（障害者支援施設、高齢者支援施設）で暮らしている」（4.2％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●将来、地域で暮らしたいか（前問で「福祉施設（障害者支援施設、高齢者支援施設）で暮らしている」

または「病院に入院している」と回答した方が対象） 

「今のまま生活したい」と回答した割合が 56.5％と最も高く、次いで「家族と一緒に生活したい」

（17.4％）、「グループホームなどを利用したい」「一般の住宅で一人暮らしをしたい」（4.3％）となって

いる。         

   （n＝23） 

項目 割合 

今のまま生活したい 56.5 

グループホームなどを利用したい 4.3 

家族と一緒に生活したい 17.4 

一般の住宅で一人暮らしをしたい 4.3 

その他 8.7 

無回答 8.7 
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●地域で生活するために、あればよい支援（現在の暮らし方で「福祉施設（障害者支援施設、高齢者支

援施設）で暮らしている」または「病院に入院している」と回答した方が対象） 

「在宅で医療ケアなどが適切に得られること」「障害者に適した住居の確保」「必要な在宅サービスが

適切に利用できること」と回答した割合がすべて 30.4％と最も高く、次いで「経済的な負担の軽減」「相

談対応等の充実」（ともに 26.1％）、「生活訓練等の充実」「地域住民等の理解」（ともに 13.0％）となっ

ている。 

                                           （n＝23） 

項目 割合 

在宅で医療ケアなどが適切に得られること 30.4 

障害者に適した住居の確保 30.4 

必要な在宅サービスが適切に利用できること 30.4 

生活訓練等の充実 13.0 

経済的な負担の軽減 26.1 

相談対応等の充実 26.1 

地域住民等の理解 13.0 

コミュニケーションについての支援 8.7 

一般就労、または施設での就労継続支援などが利用できること 4.3 

その他 17.4 

無回答 13.0 

 

（５）日中活動や就労 

 

●外出頻度 

「1週間に数回外出する」と回答した割合が 40.6％と最も高く、次いで「毎日外出する」（37.5％）、「め

ったに外出しない」（13.1％）の順となっている。 

 

 

 

 

 
n＝360 



 

42 

 

18.0 

30.2 

17.1 

3.0 

7.6 

2.7 

48.8 

4.3 

0 10 20 30 40 50

ϸ╥

θ ẑ Ỏ

ἧ

ᴣ

̀ ˲

ʝ˲ Ẇї

ᶥ

 

●外出の同伴者（前問で「毎日外出する」「1 週間に数回外出する」「めったに外出しない」と回答した方が対象） 

「一人で外出する」と回答した割合が 48.8％と最も高く、次いで「配偶者（夫または妻）」（30.2％）、

「父母・祖父母・兄弟」（18.0％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●外出目的（外出頻度で「毎日外出する」「1 週間に数回外出する」「めったに外出しない」と回答した方が対象）  

「買い物に行く」と回答した割合が 67.7％と最も高く、次いで「医療機関への受診」（65.2％）、「散歩

に行く」（29.6％）の順となっている。 
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●外出するときに困ること（外出頻度で「毎日外出する」「1 週間に数回外出する」「めったに外出しない」

と回答した方が対象） 

「道路や駅に階段や段差が多い」と回答した割合が 28.7％と最も高く、次いで「公共交通機関が少な

い（ない）」（27.1％）、「列車やバスの乗り降りが困難」（18.6％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●平日の日中の過ごし方 

「自宅で過ごしている」と回答した割合が 33.6％と最も高く、次いで「会社勤めや、自営業、稼業な

どで収入を得て仕事をしている」（15.6％）、「専業主婦（主夫）をしている」（9.2％）の順となっている。 
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●勤務形態（前問で「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て仕事をしている」と回答した方が対象） 

「正職員で他の職員と勤務条件等に違いはない」と回答した割合が 30.4％と最も高く、次いで「パー

ト・アルバイト等の非常勤職員」「自営業、農林水産業など」（ともに 25.0％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●収入を得る仕事をしたいか（平日の日中の過ごし方で「会社勤めや、自営業、家業などで収入を得て

仕事をしている」以外を選択した 18～64 歳の方が対象） 

「仕事をしたい」が 43.5％、「仕事はしたくない、できない」が 33.9％となっている。 

 

 

 

 

 

 

●収入を得る仕事をするために、職業訓練などを受けたいか（18～64 歳の方が対象） 

「職業訓練を受けたくない、受ける必要はない」と回答した割合が 47.2％と最も高く、次いで「職業

訓練を受けたい」（20.8％）、「すでに職業訓練を受けている」（7.2％）の順となっている。 
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●障害者の就労支援に必要なこと（18～64 歳の方が対象） 

「職場の上司や同僚に障害の理解があること」と回答した割合が 49.6％と最も高く、次いで「職場の

障害者理解」（48.8％）、「通勤手段の確保」（38.4％）の順となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）障害福祉サービス等の利用 

 

●障害支援区分認定（18 歳以上の方が対象） 

「受けていない」と回答した割合が 64.8％と最も高くなっている。 
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●介護保険サービスの利用 

（40 歳以上の方を対象に集計） 

「利用している」が 29.0％、「利用していない」が 63.3％となっている。 

 

 

 

 

 

 

（65 歳以上の方を対象に集計） 

「利用している」が 38.6％、「利用していない」が 52.0％となっている。 

 

 

 

 

 

 

●要介護度 

40 歳以上を対象に集計した場合においても、65 歳以上を対象に集計した場合においても、「要支援 2」

「要介護 2」「要介護 3」の回答割合が高くなっている。 

 

（40 歳以上の方を対象に集計）                     （65 歳以上の方を対象に集計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

n＝283 

n＝202 

n＝82 n＝78 



 

47 

 

66.4 

48.0 

29.4 

27.2 

31.8 

47.7 

32.7 

35.2 

34.4 

30.0 

55.6 

50.5 

32.4 

44.4 

91.7 

88.9 

33.3 

41.7 

20.0 

20.0 

43.1 

17.5 

30.6 

46.5 

48.9 

45.0 

30.9 

45.3 

52.8 

53.6 

48.0 

25.6 

29.7 

44.0 

34.2 

8.3 

11.1 

63.3 

50.0 

73.3 

73.3 

33.0 

16.1 

21.4 

24.2 

23.9 

23.2 

21.4 

22.0 

12.0 

12.0 

22.0 

18.9 

19.9 

23.5 

21.4 

0.0 

0.0 

3.3 

8.3 

6.7 

6.7 

23.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ᾱὁ˺

↓ ᵂ

ֿ

Ҳ

↓ ὡ Ӌ

˺

ᾦҥ

ᾦҥ

˺

Њ

Ӳֿ Ҟ

Њ

Ѓ

♥

ͪ ᵂ

ӣ ḌЃ

ḌЃ Њ

ӣ ḌЃ Њ

Ῥ ᷂Ḣ Ҳ

ᶥ

 

 ●制度の認知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計対象】 

※居宅介護、短期入所、相談支援は、すべての年齢を集計対象とした（ｎ=360） 

※重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、生活介護、自立訓練、療養介護、共同生活援助、施

設入所支援、早島町地域活動支援センターは、18 歳以上を集計対象とした（ｎ=327） 

※就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）は、18～64 歳を集計対象とした（ｎ=125） 

※児童発達支援、医療型児童発達支援は、0～5 歳を集計対象とした（ｎ=12） 

※放課後等デイサービスは、6～18 歳を集計対象とした（ｎ=18） 

※保育所等訪問支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 

※福祉型児童入所支援、医療型児童入所支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 
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 ●制度の利用度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計対象】 

※居宅介護、短期入所、相談支援は、すべての年齢を集計対象とした（ｎ=360） 

※重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、生活介護、自立訓練、療養介護、共同生活援助、施

設入所支援、早島町地域活動支援センターは、18 歳以上を集計対象とした（ｎ=327） 

※就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）は、18～64 歳を集計対象とした（ｎ=125） 

※児童発達支援、医療型児童発達支援は、0～5 歳を集計対象とした（ｎ=12） 

※放課後等デイサービスは、6～18 歳を集計対象とした（ｎ=18） 

※保育所等訪問支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 

※福祉型児童入所支援、医療型児童入所支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 
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 ●制度の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【集計対象】 

※居宅介護、短期入所、相談支援は、すべての年齢を集計対象とした（ｎ=360） 

※重度訪問介護、同行援護、行動援護、重度障害者等包括支援、生活介護、自立訓練、療養介護、共同生活援助、施

設入所支援、早島町地域活動支援センターは、18 歳以上を集計対象とした（ｎ=327） 

※就労移行支援、就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）は、18～64 歳を集計対象とした（ｎ=125） 

※児童発達支援、医療型児童発達支援は、0～5 歳を集計対象とした（ｎ=12） 

※放課後等デイサービスは、6～18 歳を集計対象とした（ｎ=18） 

※保育所等訪問支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 

※福祉型児童入所支援、医療型児童入所支援は、18 歳以下を集計対象とした（ｎ=30） 
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●相談支援専門員による支援（相談支援を「利用している」と回答した方を対象に集計）   

「満足している」が 23.1％、「もっと相談にのって欲しい」が 5.0％である。 

 

 

 

 

 

（７）相談相手 

 

●相談相手 

「家族や親せき」が 75.3％と最も高く、次いで「かかりつけの医師や看護師」（31.9％）、「友人・知人」

（26.9％）となっている。 
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 ●情報の入手先 

「本や新聞、雑誌の記事、テレビやラジオのニュース」が 41.9％と最も高く、次いで「家族や親せき、

友人・知人」（34.4％）、「行政機関の広報誌」（27.8％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）権利擁護 

  

●障がいがあることで差別や嫌な思いをする（した）ことの有無 

「ある」が 12.8％、「少しある」が 19.4％、「ない」が 58.9％である。 

 

 

 

 

 

41.9 

27.8 

9.7 

34.4 

14.2 

6.7 

24.2 

16.4 

2.8 

2.2 

5.8 

9.7 

3.3 

10.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

˗

ⅎḸ

ὤ ֘˲ ˲

˗ ˲ ᴣ

ὡ ᶧ̱ ὤ ̝ ᶧ̱

ӣ₉ ₉

˺ ͪ

Ỗᴣ Ѓ Ỗᴣ

ᶸ ͪ ℗ ᶸ ἶ ϼ

˗ ֥

֥

̀

ᶥ

12.8 19.4 58.9 8.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

ᾜ ᶥ

n＝360 

n＝360 



 

52 

 

 

●障がいがあることで差別や嫌な思いをした場面 

「外出先」が 44.0％と最も高く、次いで「学校」（26.7％）、「職場」（22.4％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●成年後見制度の認知度 

「名前も内容も知っている」が 26.1％、「名前を聞いたことがあるが、内容は知らない」が 31.7％、「名

前も内容も知らない」が 29.7％である。 

 

 

 

 

 

 

 

（９）災害時の避難等 

 

●災害時に一人で避難できるか 

「できる」が 39.7％、「できない」が 34.2％、「わからない」が 20.6％である。 
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●家族が不在の場合や一人暮らしの場合、近所に助けてくれる人はいるか 

「いる」が 29.2％、「いない」が 30.0％、「わからない」が 33.9％である。 

 

 

 

 

 

 

●災害時に困ること 

「投薬や治療が受けられないこと」「安全なところまで、迅速に避難することができない」がともに

47.2％と最も高く、次いで「避難場所の設備（トイレ等）や生活環境が不安」（42.8％）、「被害状況、避

難場所などの情報が入手できない」（21.7％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●避難支援の必要性 

「必要」が 41.1％、「必要としない」が 50.6％である。 
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